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中下裕子・環境ホルモン問題への環境省の対応をめぐって
佐賀市での国民会議講演会の報告
神山美智子・牛肉輸入再開を考える視点
山田久美子・食品のフタル酸エステル汚染

「ＳＰＥＥＤ’９８」の全面改訂と「ＥＸＴＥＮＤ２００５」の策定

中下裕子・「化学物質汚染のない地球を求める東京宣言」の署名活動にご協力下さい！
環境法の今・外来種対策法とそのパプリックコメントの意義とは
服部美佐子・ごみ処理の税金負担から事業者責任へ「容器包装リサイクル法」を改正しよう！
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環境ホルモン問題への環境省の対応をめぐって
「ＳＰＥＥＤ’９８」の全面改訂と
「ＥＸＴＥＮＤ２００５」の策定

２００５年３月１４日、環境省は、１９９８年５月に策定し

た「内分泌撹乱化学物質問題への環境庁の対応方針

について一環境ホルモン戦略計画ＳＰＥＥＤ’９８」を全面

的に改訂し、新たに「イヒ学物質の内分泌かく乱作川

に 関 す る 環 境 省 の 今 後 の 対 応 方 針 に つ い て -

ＥＸＴＥＮＤ２００５-」を策定、公表しました。

今回の改訂作業をめぐっては、国民会議では、改

訂の方向性を示す意見書を提川するとともに、改訂

ワーキンググループの会今のＪＬＩこでも意見陳述を行

い、さらにパブコメｌ；ぶ集に対しても意見を提出する

など、さまざまな意見共巾を行ってきました。しか

しながら、今同の改訂は、残念ながら私たちの意見

が十分に取り入れられたとはいえない内容になって

います。そこで、今回の改訂の主要なポイントとそ

の問題、弘を指摘してみたいと思います。

● こ れ ま で の 取 り 組 み

ＥＸＴＥＮＤ２００５は、①これまでの収り組みと、②今

後の方向性の２つのパートから成っています。まず

① に つ いて 述 べ ま す。

ＳＰＥＥＤ’９８では、環境ホルモン作川が疑われる化学

物質として６７物質（その後６５物質に改訂）がリスト

アップされ、優先的に調査研究の対象とされました。

このうち２８物質について、メダカとラットを用いた

独自の試験方法による実験が行われました。その結

果 、 ４ - ノ ニ ルフ ェ ノ ール 、 ４ - ｔ - オ ク チルフ ェ

ノール、ビスフェノールＡの３物質については、魚

類に対する内分泌かく乱作川が推察されました。人

に対する影響については、いずれも明らかな作川が

確認されませんでした。

この結果から、産業界やその立場寄りの研究者は、

ｅＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯＩ．３４

事 務 局 長 中 下 裕 子

「環境ホルモンは空騒ぎだった」と主張しています。

しかし、環境ホルモン作川の有飢を仰認する試験方

法は、世界的に未だ開発途上。で、今回の試験方法に
ついてもその有効性を疑問視する声が当初からあり

ました。また、今回ひ）試験は、主として生殖系への

影響をみるもので、免疫系や脳神経系への影響を判

定するためのものではありません。さらに、試験が

実施されたのは２８物質にすぎず、残る３７物質につい

ては未だ；武験は行われていないのです。特に農薬類

については、６５物質中４４物質を占めているにもかか

わらず、試験されたのは１０物質にすぎません。しか

もこの１０物質は既に農薬登録が失効しているものば

かりで、現在使川されている農薬類については、試

験 が 行 わ れて い な い の で す。

このような事情を考えると、決して「環境ホルモ

ンは終わった」と簡単に結論づけられる状況ではな

いと言わざるを得ません。逆に、アトピーなどのア

レルギーの急増や、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動

性障害（ＡＤＨＤ）、自閉症などの発達障害児の増加

など、懸念される影響はますます深刻化していると
いっても過言ではありません。

● 改 訂 の ポ イ ン ト と そ の 問 題 点

ところが、今回、環境省は、残り３７物質の試験は

しないまま、今後の対応方針の大幅な変更に踏み切

りました、以下、②の今後の方向性について、改訂

のポイントと問題点を指摘してみます。

まず第一一に、基本的な考え方が変化しています。

ＳＰＥＥＤ’９８では、「化学物質が有する内分泌撹乱作用

が人問及び生態系へ影響を及ぼしているという指摘

が事実であれば、取り返しのっかない危険性をはら
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図１ 化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験対象物質選定と評価の流れ
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全化学物質
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・化審法・化管法・環境中や食品中濃度に関する各種規制・基準などに記載された物質
・国際機関や国内外の公的機関が公表した報告書等において内分泌系への影響、内分泌系を介した影響
または生態影響等が懸念された物質等

検 討 を 考 慮 す る 物 質
〔天然及び合成ホルモンを含む〕

内の既存の検出情報・

国内で末測定の物質

測定の実施による
新たな検出の有無

検出された物質

国内で検出-
された物質
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使用実態が認めら
れなかった物質

国内で未検出の物質

未検出の物質
内の使用実眼

使用実態が認められた物質

影響有りとする情報の
へ 信 頼 性 の 確 認 ／
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・信頼性が
認められた
新たな知見
により再検
討

現時点では、明らかな内分泌
かく乱作用が認められなかった
物質または
現時点では、暴露の可能性が
低く、現実的なリスクが認めら
れなかった物質

Ｆミ＝～ニ＝＝＝＝＝＝＝＝ニ＝＝ニ＝＝＝＝ミミ ¶
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暴露の可能性の確認（例えば、環Ｉ
境中・生体中・食品中等での検出：
の有無、国内での生産・使用の有：
無、生産・使用量の考慮、分解性ｉ

・
Ｉ

・蓄積性の考慮など）
影 響 有 り と す る 情 報 の 確 認 （ 例 え ：・＝・＝・ｊ＝＝-・・・・・ｌ り Ｗ - Ｉ Ｊ Ｊ Ｉ Ｊ ｗ ｌ ｌ Ｊ Ｉ - 一 之 ｒ ｉ 〃 ｗ ・ Ｘ ｌ ｆ Ｊ ・ - ｌ

・ ば 、 知 見 の 信 頼 性 評 価 な ど ） ・

｜ ． ＝ ＝ ニ ＝ ニ ＝ ． ＝ - - ． ＝ ∽ ∽ ∽ ＝ ＝ ． ． ＝ ＝ Ｊ

影響有りとする信頼性が認められ７こニ情報が得られなかった物質

¶

現時点の総合的な判断で明
確な内分泌かく乱作用が認
められなかった物質

ＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲｖｏｌ３４●

ヒトにおいて内分泌かく乱
作用が推察された物質リスト

既存の有害性等の知見と比較して、より低い用Ⅲにおいて
ヒトに対して内分泌かく乱作用が認められた物質または
暴露の可能性が想定される用量と作用の認められた用量と
の乖離が比較的小さい物質

既存の有害性等の知見と比較して、
より高い濃度（用量）においてのみ
内分泌かく乱作用が認められた物質
または
暴露の可能性が想定される濃度（用
量）と作用の認められた濃度（用量）
との乖離が比較的大きい物質

乙検討（試験等の実施）‾べ
［国際的な知見の共有や国内での
、Ｊ劃度による検討の結思．

総合的な判断で内分泌かく
乱作用が認められた物質

用の認められた濃度（用量）ど｀
の有害性に関する知見等との比毯

ヒト以外の生物種においてのみ
内分泌かく乱作用が推察された物質リスト

既存の有害性等の知見と比較して、よ
り低い濃度（用量）においてヒト以外
の生物種に対して内分泌かく乱作用が
認められた物質または
暴露の可能性が想定される濃度（用量）
と作用の認められた濃度（用量）との
乖離が比較的小さい物質 ㎜ Ｊ

・・生態影響等の影響が認められたとす：
ｌ る 情 報 を 示 す ！
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：・生殖器、甲状腺、下垂体等の内分泌；
・ 系 へ の 影 響 Ｉ
に内分泌系を介した免疫系や神経系へ：

影響有りとする信頼性が認められた情報が得られた物質

Ｊ こ 謡 ン



んだ問題である。本問題への対応に当たっては、後

世代に安全な環境を確保することをめざし、……右’

効 な対策を策定することが基本となる」旨明示され

ていたのですが、今回のＥＸＴＥＮＤ２００５では、こうし

た認識を示すような文言は一切見られなくなりまし

た 。

第二に、こうした基本的考え方の変化を反映して、

内分泌かく乱作用に焦点をあてた取り組みから、化

学 物 質 の 有 害 性 を 総 合 的 に 捉 え る 視 点 の 強 調 へ と、

収り組みの方向性に変化が見られます。確かに総合

的な視点は重要ですが、内分泌かく乱作川は新たに

発見された毒性で、そのメカニズムの解明や作川の

強弱をめぐる調査研究は楷にっいたばかりといえま

す。この数年間の知見によれば、生殖系のみならず

免疫系や脳神経系をもかく乱してさまざまな影響を

及ぼすことが懸念されており、当初の問題提起以上

に、複雑ではあるが、人間や生態系にとって極めて

重大な問題であることが明らかになってきているの

です。こうした状況を考えると、今しばらくは、内

分泌かく乱作用に焦点をあてた調査研究を継続する

ことが必要です。さもなくは、せっかくのこの問の

研究の積み重ねが無駄になりかねません。

第三に、今回の改訂で、６５物質のリストは廃止さ

れました。代わりに、全ての化学物質を対象にした

図１のようなフローチャートによって試験対象物質

の選定が行われることになりました。ただし、選定

物質のリストアップは行わないことが明記されてい

ます。おそらく、産業界からの強い要請があったも

のと推察されます。私たち市民にとっては、リスト

化されてはじめて、具体的な物質名を理解でき、製

品選択などにも活用できるといえます。また、岡の

取り組みを国民にわかりやすく示したり、リスクコ

ミュニケーションを円滑にする意味でも、リスト化

は有効で、決して廃止すべきではありません。

第四に、今回の改訂では、環境省の役割として野

生生物への影響というｉ児点が強調されています。も

ちろん、生態系へのｊｌｌｌ形糾を防ぐことが環境省の重

要な責務であることは当然ですが、他方、環境中の

有害化学物質から人の健康を守るという環境保健の

分野も、環境省の重要な所管事項です。したがって、

人問、特に胎児や子どもへの影響についても、調査

研究を推進Ｌ．よ予｜ぶ以則に立った対策を実施するこ

ＯＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯＩ．３４

と が 求 められています。

● 今 後 の 課 題

以上のように、今回の改訂は、残念ながら環境ホ

ルモン問題に対する環境省の姿勢を後退させるもの

と言わざるを得ません。しかし、環境ホルモン問題

は決して終わった訳ではありません。それどころか、

当初よりも一層複糾かつ重大な問題であることが科

学 的 に 明 ら か に な り つ つ あ る の で す。 Ｗ Ｈ Ｏ で も、

最新知見のグローバル・アセスメントが行われてい

ます。ＷＨＯでは、①時間的な合理性、②関連性の

強さ、③観察の一致性、①生物学的整合性、⑤スト

レス因子の減弱に伴う回復の証拠の５つの評仙因子

を用いて、環境ホルモンの影響を評仙するフレーム

ワークが開発されています。衣１がそのフレームワ
ークを川いた評価事例の一覧表です。ＷＨＯの報告

書でも、内分泌かく乱作用についてのさらなる調査

研究の必要性が強調されています。ＥＵでは、組織

的・重点的な新たな取り組みが開始されました。日

本でも、さらに多角的、学際的な研究を推進し、そ

れに基づく早期対策の実施が求められています。国

民会議では、今後とも、こうした観点から、環境省

をはじめ行政や立法府に対して粘り強く働きかけて

いきたいと思っています。皆様のご支援・ご協ブＪを

よろしくお願いします。

参 考 ：

環 境 省 の Ｈ Ｐ

http://www.ｅｌｌｖ名ｏｊｐ/ｃｈｃ面／ｃｎｄ／ｅｘｔｅｎｃ１２００５／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

Ｗ Ｈ Ｏ の グ ロ ー バ ル ・ ア セ ス メ ン ト の 翻 訳

ｔhttp://www..ｅｎｖＪｊｐ/ｃｔｌｅｍｉ／ｃｎｄ／ｉｌｌｄｅｘ４．ｈｔｍｌ



表 Ｉ Ｗ Ｈ Ｏ グ ロ ーバ ル ・ ア セ ス メ ン ト に お け る 調 査 研 究 例 の 評 価

仮説の内容 評価囚子 科学的択捉の全般的強度

結果 ストレス

因子

時間的な

合理性

関連性の

強さ

観察の

一致性

生物学的

整合性

回復 仮説 ＥＤＣ

メカニズム

ヒト子宮内膜症 ＴＣＤＤ，ＰＣＢｓ ＮＤ ＮＤ

ヒト神経行動障害 ＰＣＢｓ、ＴＣＤＤ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＮＤ

ヒト免疫機能撹乱 ＤＤＴ、ＤＤＥ，

ＰＣＢｓ

＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊

ヒト乳がん発生 ＤＤＴ，ＤＤＥ，

ＰＣＢｓ

＊＊ ＮＤ

海産胆足網動物

インポセックス

ＴＢＴ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊

バルト海アザラシ

生殖機能低下

ＰＣＢｓ ＊＊＊ ホ＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊

トリＧＬＥＭＥＤＳ （ＰＣＢｓ） ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊；∃＝＊＊ ＊＊＊＊

集回生水鳥

卵殻薄弱化

ＤＤＥ等のＤＤＴ

代謝物

・！・出１１ａｋ ＊＊＊ホ ＊＊＊＊ 胎回＝ 氷水＊＊

アポプカ湖ワニ

生殖異常

Ｄｉｃｏｆｏｌ，

農 薬 殺 虫 剤

＊＊＊＊ 帛＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊

オンタリオ湖

レイクトラウト

発生異常と繁殖低下

Ｄｉｏｘｉｎｓ、

ｃｏｐｌａｎａｒ

ＰＣＢｓ

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ホ＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊

英国下水処理排水に

曝露した魚類

ビテロジェニン誘導

エストロジ

エン性汚染

物 質

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊

オンタリオ漂白パル

プエ場排水に曝露し

た魚類の生殖変化

漂白パルプ

エ場排水

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ ｌヽ・１・出

ＮＤは関辿データなし。本表はＥＤＣｓの影糾１ｌｑｌｌｌｊのために｜川発されたフレームワーク（評｛ｊｌｊｉ囚子｝の各クライテリアについて、

科・学的根拠の全般的強度を要約したいｉ・ＨＩ１１１囚子のうち「川復」とは、「ストレス囚子の減１Ｊｋｎこ伴う川復の証拠」をいう。各クライ
テリアを弱（＊）～強（＊＊＊）にランク付けし。、仮説の各必素（発ＪＪと・；；ｌｎ卜ストレス囚子、ＥＤｃのメカニズム）は、弱、巾、強に

ランク付けした。

ＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯ１３４０



佐賀市での国民会議講演会の報告
- - ２１２ｊ誤

轡一一一一１．Ｍ

・ １ 靉 糎 １

２００５年２月２６口、佐賀勤労者総合福祉センターに

おいて、国民会議の講演会が開催されました。当日

は、地元を基盤とするＮＧＯのメンバーや国民会議

の賛助会員であるグリーンコープ事業連合のメンバ
ーなど、約１００人が参加しました。また、会場では地

元 で 有 機 野 菜 栽 培 を 手 掛 け て お ら れ る 団 体 が 作 品

（叉１１産物）を展示され、おいしいネーブルなどをふる

まっていただきました。

基調講演には、講師として東京都神経科学総合研

究所客貝研究員の黒田洋一郎さんをお招きし、「いま、

子どもの脳があぶない！～化学物質の脳への影響～」

をテーマに、脳や行動の発達と遺伝子や環境との関

係についてお話していただきました。

黒用さんからは、まず、近年わが国でも増加して
いる注意欠陥多虫川生障害（ＡＤＨＤ）や学習障害

（ＬＤ）、高機能自閉症、アスペルガー症候群など、
ｊ匯い脳の発達障害の原囚について、家庭・学校・社

会環境の著しい変化に加え、ＰＣＢなどの内分泌か

く 乱 化 学 物 質 の 影 響 が あ る こ と が 指 摘 さ れ ま し た。

黒田さんのお話によれば、私たちの脳の発達には胎

児や新生児の脳の中で遺伝子が正常に働くことが重

要 だ そ う で す。 遺 伝 子 そ の も の は 正 常 で あ っ て も、

化学物質など環境からの影響で脳の中での遺伝子の

働きがおかしくなれば、脳の発達障害や行動異常が

起こるのです。例えば、ＰＣＢは、甲状腺ホルモン

によって調節されている遺伝子の働きをかく乱しま

ｅＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲｖｏｌ、３４
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す し 、殺虫剤や農薬などに含まれる化学物質も、目

や耳を通じて外部環境から受ける刺激に基づく神経

活 動 に よ る 脳 内 で の 遺 伝 子 の 働 き を か く 乱 し ま す。

その結果、記憶や学習など、後天的に獲得される行

動に異常が現れるのです。しかし、脳の発達に障害

があっても、適切なケアや支援教育を続ければ、年

齢とともに正常に戻っていく場合もあるそうです。

その後、会場からは黒田さんに対し、「なぜ、脳の

発達障害は７歳頃にならないと発現しないのか」な

どの質問がありました。通常、日本では７歳頃に小

学校へ入学しますが、その頃になって他の児童と比
べられ、はじめて発達障害児であることがわかるこ

とが多かったからだそうです。

基調講波の後、休憩を挟んでパネルディスカッシ

ョンが行われました。パネリストとして佐賀市長の

木下敏之さん、国民会議からは代表の立川涼、事務

局長の中下裕子が発言しました。

佐賀市長の木下さんからは、佐賀市におけるユニ
ークな取り組みが報告されました。木下さんは、市

長になる前は農水省と水産庁にお勤めだったそうで

す。当時、水俣病関連の訴訟を担当する機会があっ

たそうですが、国はとても対応が悪く、被害がとこ

とんひどくならないと動こうとしなかったそうです。

そこで、木下さんは、ご自身が巾長に就かれてから

は、予防原則の立場で取り組んでいこうと考えてお

られるのだそうです。



木下さんは、まず、子どもの空気を少しでも安全

なものにしたい、という思いから、シックスクール

対策に取り組まれたとのことでした。学校内の塩ビ

製品を追放し、また、全面禁煙にしたそうです。床

ワックスも使用しないことにしたそうです。さらに、

建造物も木造・漆喰で造るなどの工夫をされている

とのことでした。ちなみに、佐賀市のバスセンター

では、床に厚さ３センチのひのき材を使用し、塗料

も柿渋を使用しているそうです。担当者からは、な

ぜ市長がそこまで絹かく指定するのかと訂しがられ

たそうですが、市が率先して安全な建造物を建築す

ることによって、市民の方々にも追随して欲しいの

だということでした。

また、学校給食に関しても数々の取り組みがなさ

れています。まず、食材の原料には遺伝子組換のも

のは使用しないことにしたそうです。また、給食に

出されていたパンは、輸入小麦が原料になっていた

そうですが、残留農薬検査を実施した結果、これを

国内産小麦パンに変更したそうです。さらに、最近

では和食の見直しをしており、現在週３回程度の米

食を、週４、５回程度にまで増やしたいと考えてお

られるそうです。なお、学校給食にはできるだけ地

場産品を導入することとし、米食には市内産米を使

用しているとのことでした。米以外にも、各学校毎

に近隣の農家の協力を得て、有機野菜等の導入もし

て い る そ う で す。

さらに、佐賀市では、チメロサール（水銀化合物）

を含まないワクチンを導入したそうです。チメロサ
ールは、自閉症との関係が問題になっているのです

が、未だに科学的な因果関係は完全には解明されて

いません。しかし、予防原則の立場から、いち早く

対応したとのことでした。

なお、黒田さんの講演を受けて、佐賀市において

も自閉症児や注意欠陥多動性障害児が増加している

というお話がありました。現在は身体障害児につけ

ている支援指導貝を脳の発達障害児にもつけていき

た い と 考 え 、 そ の た め の 予 算 を 計 上 し た そ う で す。

そして、各学校に希望を募ったところ、予想以上に

多くの手が挙がったのだそうです。

最後に、木下さんは、ともかく有害な化学物質を

減らしていきたいと、今後の抱負を述べられました。

また、子どもたち自身が安全なものを選ぶ能力を身

につけられるよう、食教育を徹底させたいとのこと

で し た。

立川代表からは、これからは市民への啓発活動だ

けでなく、積極的に行政・立法機関へ働きかける必

要があることが指摘されました。中下事務局長から

は、その具体的な提案として、国民会議の「子ども

環境保健法」（仮称）の立法提言の説明がなされまし

た 。

その後の質疑応答では、「なぜ、市長自身がそれほ

どまでに熱意をもっておられるのか」「実際に政策を

行う際に何の障害もなかったのか」「どうしてこのよ

う な 革 新 的 な 取 り 組 み が 可 能 と な っ た の か 」 な ど、

木下さんへの質問が集中しました。木下さんは、自

分自身が７歳になる子の親であるとお話して下さい

ま し た。

常々、害虫が食べて死ぬようなモノを食べたくな
いと考えており、また「自分がイヤだと思うことを

子どもにさせたくない」という当たり前の気持ちを

持っているのだということでした。また、学校綸食

に関しては、結局、学校給食会との折り合いがっか

ず、 全 て 民 間 の 業 者 へ 委 託 す る こ と に な っ た そ う で

す。実は、栄養士や調理師など現場からのクレーム

が多かったそうですが、巾でも協力的な方々を突破

口として粘り強く取り組んでこられたとのことでし

た。さらに、面倒くさがりな役所を動かすためには、

とにかく「しつこく、しつっこく、しつっこーく」

食い下がることが大切です、決して途中で諦めては

いけませんと、却って私たちを激励して笑いを誘う

場 面 も あ り ま し た。

それ以外にも、会場からは、各人が所属しておら

れるＮＧＯ活勁の紹介をはじめ、今後自分たちがな

すべき活動の方針が明確となった、実際にこのよう

な取り糾みを行っている自治体があることに勇気付

けられたなど、自由間達に発言していただきました。

以上のとおり、今回の講演会は、問題提起とその

原因についての解説と、行政への働きかけなど私た

ち に で き る 具 体 的 な 対 応 策 が 明 確 に 示 さ れ 、 ま た、

子どもの環境保健に関する立法の必要性、予防原則

の重要性が再認識できるなど、大変有意義なものと

な り ま し た。

今後とも、このような地方講演会を継続して開催

していきたいと考えています。

ＮＥＷＳＬＥＴＴＥＲｖｏｊ３４●



牛肉輸入再開苔考える視点

●米国を 向 く 日 本 の 安 全 行 政

アメリカ産牛肉輪入再同問題は、８０年代以降の日

米貿易摩擦を思い出させます。アメリカは常に強岡

の立場で、あれを買えこれを買え、買わなければ報

復するぞと脅し続けてきました。目本のｊと品安全問

題は、常に、アメリカを初めとする諸外国との貿易

摩擦の影響を受け続けてきたのです。レモンのカビ

防止剤が問題になったとき、日本は輪入を禁止しま

したが、アメリカの圧力に負け、カビ防止剤を添加

物に指定して伶入しました。ＢＨＡという酸化防止

剤の禁止も、諸外国の圧力で撤回されてしまいまし

た。残留農薬基準も、外国でのポストハーベスト使

川を前捉にした緩やかな慎が設定されました。日本

の 食 品 安 全 問 題 担 当 者 は 、 自 国 の 消 費 者 で は な く、

アメリカの方を向いているのです。

● 米 国 の 生 産 者 に も 検 査 肯 定 派

昨年日本とアメリカの担当者が話し合って、２０か

月齢以下の若い牛に限り検査なしで伶入しようとい

う方針を決めました。アメリカでは非常に多くの牛

を飼っているので、若い牛の検査などできないとい

うのです。ここがそもそもおかしいところで、顧客

が、自国では全部検査して証明を発行しているから

検査しない肉は伶入できない、輸出したかったら検

査しろと言っているのですから従えば済むことです。

アメリカの生産者の中には、日本向けに検査しても

良いと言っている業者もあるのに、アメリカ政府は

それを詔めません。アメリカ国内向けに波及するの

を恐れているのでしょう。

● 月 齢 証 明 を 拒 む 米 国 政 府

こうして２０か月以下の若い牛の輪入再開を決めて

みても、アメリカでは生産履歴（トレーサビリティ）

管理をしていないので、月齢を証明することができ

ません。月齢を証明できる牛肉のみ輸出すれば良い

のに、それもしたくないのです。

ＯＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯＩ．３４
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そこで枝肉（生きている牛ではなく肉そのもの）

の成熟度を生理学的に評価して、月齢を判別しよう

ということになりました。この評価は、①骨格の成

熟皮（骨の骨化）、②赤身度、③①と②を組み合わせ

た全体的な成熟皮の３つのスコアを決定するものだ

そうです。しかしこの方法では２０か月なのか２１か月

なのかの判別すら不能らしいので、およそ１７か月以

下の牛肉（Ａ４０というスコア）を輸入しようという

ことに決着したようです。

それでも、牛耳に使っている安価なショートプレ
ート（バラ肉）の輸入はできないそうで、牛丼の吉

野家は、３０か月以下の牛肉の検査なし輸入再開を求

める署名運動を展開し、すでに１００万を超える署名が

集 ま って い る と の こ と で す。

ただし普通の消賞者にとって、アメリカ産牛肉の

伶入再同問題は、実はあまり関係ないのです。牛肉

は毎日食べる必要もないし、スーパーヘ行けば安い

国産牛やオージービーフ、和牛の截ち落としもあり

ますレ｜介入された後に使われるには外食用でしょう。

毎日毎日牛耳を食べていたら痴風になってしまった、

と言ったタクシーの逆転于さんに会ったことがあり

ますが、すき焼やステーキはご馳走のはずです。ご

馳走はたまに食べるからご馳走であって、安い食べ

放題のご馳走などというものはありません。

● 米 国 式 処 理 法 の 問 題 点

アメリカでは全頭検査しなくても、全部の牛の特

定危険部位（脳・眼・扁佻・回腸遠位部など異常プ

リオンがたくさん薔積している部分）を除去してい

るから問題ないと言われていますが、先日来日した

アメリカ最大手の食肉処理工場の労働者は、アメリ

カの効率-・辺倒の急速処理方法では、本当に特定危

険部位が除去できているかどうか分からないと発言

して い ま し た。
エリック・シュローサー著『ファストフードが世



外を食いつくすＪ（草思社）には、食肉処理場からフ

ァストフード店までの実態が詳しく書かれています。

その記述の巾でも、信じ難いのが、「アメリカでは注

目、辿Ｚ皿ことが食品山来の病気にかかり、うち９００人一

が入院し、皿人が死亡している（２７０頁・アンダーラ

イン筆者）」とか、「疾病管理予防センターの推計で

は、現在およそ３万７０００人のアメリカ人が、毎年

Ｏ-１５７以外の大腸菌株による食中毒にかかり、うち

１０００人が入院し、約２５人が死亡している（３０９頁）」

という部分です。日本はアメリカのおよそ２分の１

の人口ですが、日本における食巾毒の死者は、１年

に１０人程度、多い年でも２０人程度です。患者数も１

年で３万人から４フ了人ですから、アメリカの毎日２０

万人がどれほど凄いか分かります。

この本に出てくる食肉処理場はほとんど無法地帯

です。違法入国者を密かに雇い人れ、ホームレスの

ために州政府などが用意した家に住まわせ、過酷な

労働に従事させ／匯我をしても保障もないとか。こ

んな牛肉を安心して食べられるとは到底思えません。

● 日 本 の 全 頭 検 査 の 有 効 性

ＢＳＥについては、原因が本当にエサなのか代用

乳なのか、そこに含まれていた異常プリオンがどの

ように体内を移動・蓄枝するのか、危｜廣部位の特定

は十分なのかなど、分からないことだらけです。Ｂ

ＳＥが異常プリオンによるということを発見し、ノ
ーペル賞を受賞したアメリカのプルシナー・陣士は、

こうした原因究明や再発防止。のためにも、目本の全

頭検査は有効だと言っておられます。

検査して異常プリオンがみつからないからと言っ

て、その牛がＢＳＥに感染していないわけではあり

ません。なぜなら現在の検査は、と殺後に脳の門と

いう部分を調べているだけだからです。脳にまで達

していない体内の異常プリオンはもともと見つけて

いないのです。調べても見つからないから無駄だと、

農水省や一部の政治家・学者などが言っているので

すが、初めから承知の上で、消費者の安心を購うた

めに鳴り物入りで導入したのです。

● 検 査 の 精 度 向 上 が 急 務

科・学的検討をするはずの食品安全委員会も、２０か

月以下では感染をみつけられないから、検査をｌｈめ

ても安全性が損なわれることはない、などという妥

協的な結諭を川そうとしています。しかし今やらな

くてはならないのは、生体で検査できないか、脳以

外の部分で検査できないかなど、検査の精皮を土。げ

ることです。全頭検査廃止は、もうパニックは治ま

ったから、検査を止めても消費者は肉を買うだろう

２二馬鹿にしていることです。

輪人肉には、「アメリカ産（検査はしていません）」

という表示をさせ、後は消賞者にまかせれば良いと

い う 意 見 が あ り ま す。 し か し 外 食 や 加 工 食 品 で は、

どこまで正しい表示がなされるか分かりません。岡

として安全性の証明が不十分な肉を、安全かどうか

分からないと表示させて売ることが許されるでしょ

う か。

● 薬 害 ヤ コ ブ 病 の 教 訓 を 忘 れ る な

目本の消賞者も、ＢＳＥに限らず、抗生物質入の
エサを与えないで飼った肉や卵、有機栽培の野菜な

ど、高いという理山で敬遠するのは間違っていると

思 い ま す。

ＢＳＥが人に感染すると、悲惨な変異型クロイツ

フェルトヤコブ病を発症します。ロ本は乾燥硬膜移

植により、世界一・多くの薬害ヤコブ病を発生させた

国です。截判所上の和解で国は反省し、厚労大臣が

声明まで出しだのに、その反省はどこへ行ってしま

っ た の で し ょ う か。
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食品のフタル酸エステフレ汚染

フタル酸エステル類は、主にポリ塩化ビニル製品の可塑

剤として広く用いられ、わが国における総生産量は年間４０

万Ｉヽンを超える。中でもフタル酸-ジ。２．エチルヘキシル

（ＤＥＨＰ）は生産量が多く、げっ歯類の生殖器に内分泌撹

乱作川を示すことが報告されている。

食品汚染問題としては、平成１１年度の実態調査結果から、

給食や弁当などの惣菜への配膳時の塩ビ手袋使用によるＤ

ＥＨＰの移行が判明し、平成１２年６月に厚生省は塩ビ製手

袋使用自粛の通知を出している。しかし実際には、その後
の平成１２年度実態調査においても、看過するべきではない

高濃度汚染の食品が他にも存在していた。そこで、平成１２

年度厚生科学研究の生活安全総合研究事業の一環である、

『フタル酸エステル頻の食品汚染実態および摂取量に関する

調査研究』における１７７検体の食品についての、分析調査結

果から問題を掘り起こし、特にわが国でも新たな耐用一日

摂取量ＴＤＩ（４０μが日ｋｇ体重＝ｚ１ＣＸ）００ｎｇ／日・ｋｇ体重）が決めら

れた、ＤＥＨＰに着限して考えてみることとする。ただし、
いずれも結果はｎ凶（食品１ｇ巾の含有址昭）で報告されて

いるため、食品の摂食量ｇをかけ、摂食者の体重ｋｇで割った

値がＴＤＩと同じ単位となることＣこ注意していただきたい。
１．ベビーフードについて
ベビーフード１検体における４２ａ〕ｎ治という高濃度ＤＥＨ

Ｐについて、報告書では原因を平成１２年５月製造の製品で

あったため、前述の通知以前の生産ラインにおける塩ビ手

袋との接触であろうとしている。同年９月から１２月に生産

された同一製品を分析した結果、いずれも１０〔〕ｎぬ未満であ

ったとの報告である。しかしその他のレトルト離乳食でも

今回調査で１５７０ｎがｇ、フリーズドライ離乳食で１８４０ｎがｇであ
ったのは、製造設術にまだ一部塩ビ製配管が使用されてい

ることによるとの推察であった。

２．油脂食品について

１回の摂食量が少ないため、調査報告では問題としてい

ないが、イタリア産オリーブ油など植物油（４５２～１７ａ）ｎぬ）

や北海道産バター（２ふ８３０ｎぬ）など油脂食品のＤＥＨＰ濃度

がきわめて高いことに、やはり注意するべきであろう。特

に高濃度である原因を不明として放置するべきではない。

３．その他の食品について

ΦＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯＩ．３４

国民会議常任幹事山田久美子

イギリス産ビスケットで６７８ｎｇ／ｇ、シュウマイ紋子７４９ｎがｇ

なども摂食量の多い食品であり、また幼児が食する可能性

も高いため、高い濃度が検川されていることは問題である。

４．報告書の問題点と早急な対策の必要性

報告書では、これらの食品中のＤＥＨＰについて、特に

高かったベビーフード以外は、ＴＤＩに抵触するほどでは

ないとして対策口７）必要性を訴えてはいない。しかし幼児を

含む一般市民は、日常的に多種の食品を摂取しているため、

食品からだけでも相当吊のＤＥＨＰを摂取している可能性

がある。また調査品目以外の高濃度汚染食品も、実際には

多数市場に存在すると想定しなければならず、Ｉ食品のみ
のフタル酸エステルの試算で、一般市民のフタル酸エステ

ル摂取量がＴＤＩ以下であることは、全く保証できない。

また食品だけではなく、日用雑貨や建材などの住環境か

らの摂取も考慮した総摂取量を考える場合、ＴＤＩに抵触

しないとして無策のままであってはならないと考える。

よって、今後、行政府が行なうべき施策は次のようなも
のであろう。

①食品生産ラインにおける塩ビの使用の禁止（塩ビ製配管

から塩ビ手袋、包装、一時保存容器に至るまで）が必要で

ある。特にＤＥＨＰなどへの感受性の高い乳幼児を曝露か

ら守るため、ベビーフードの生産ラインについては早急に

禁止をするべきである。

②①の施策と並行して、食品の高濃度ＤＥトＩＰ汚染の原因と混

入経路などの調査の継続が必要である。

③一般市民について、食品のみではない生活環境すべてか
らの総合的なＤＥＨＰ摂取量の調査（尿中代謝物の洲定な

どによる調査）を行なうべきである。この調査は欧米では

すでに行なわれており、予想以上にＤＥＨＰへの曝露の大

きいことかＦｒｊ明している。

①塩ビの混入した輸入食品に対する、水際での防止策を講

ずるべきである。

なお、環境省は平成１４年６月、ＤＥＨＰなど１０物質につ
いて、低用量でのヒト（哺乳類）への明らかな内分泌撹乱

作用は認められなかったと発表しているが、乳幼児や一般

市民がＴＤＩを超えて曝露を受けているおそれがあるなら

ば、調査の継続と対策を急ぐべきである。



「化学物質汚染のない地球を求める東京宣言」
の署名活動にご協力下さい！

国民会 議 事 務 局 長 中 下 裕 子

て事務局までご返送下さい。下記のウェブサイトからオン

ライン署名もできます。

また、国際市民セミナーの報告占７化学物質汚染のない

ｌｊＪｃ界をめざして：ＥＵの新しい化学物ｉｌ規糾 ＲＥΛＣ

旧 帽 行 末 上 が り ま し た 。 Ｒ Ｅ Λ Ｃ Ｈ に 関 す る 情 報 が い っ

ぱい詰まっています。匯）Ｏ円とお買得ですので、お’ｉり＝１に同

封の川紙でお巾し込み下さい！

※ 実 行 委 貝 会 の ウ ェ ブ サイ ト は、

ｈ叩：がｗｗｘｖ．ｎｃｊｐ／ａｓ涵ｉ／ｋａｇａｋｕ／ｐｉｃｏ／ｌｏｋｙＯ／ｉｌｌｄｃｘ．ｈｔｍｌ

セ ブ ン イ レ ブ ン み ど り の 基 金 か ら 活 動 助 成 を
受 け た 全 国 連 続 講 演 会 プ ロ ジ ェ ク ト の 報 告

刎ＩＩＩの佐賀の、清演会を初め、昨年９川の東京での家庭川
、ＷＩブックレットの講演会、総会での記イ≧ｉｌ心演、１２川の川山
での卜錨ご脳は、「生活Ｉ画の環境を保全するための辿砲ｌａ学習
会の開催」というプロジェクトの一一環として行ってきました。
このプロジェクトでは、これまでの川民会廠の活動で蓄

積された情川をもとに、東京をはじめ、各地域で辿続講演
会を行うことで、地域で活動しているＮＰＯの人だちとの
連携を深め、地方自治休などの政策への彫響を及ぼし、地
域での環境保全活動を活性化させること、ならびに地域の
人々の声を、私たちの屯なる立法提言につなげて行くこと
を［１的としたものでした。
１２月の川山での講演会は、その後「エコウェーブ川山」
という戈４１１境川休のブックレット作成に、巾下多口ぷ砿長が投
柚するなど、地元の又又ｌｊｊ訃」-｜体とのネットワークの強化、協
力関係に発厦してきています。
今川の佐賀の乱謡沃でも、先耶的な事柴を展川している
木下倣之佐門市長に１１ｊｌ席していただくことで、地方ｌｊｌ治体
との闘係っくりができました。木下市長からは、子どもに
対する市の事業に関してアドバイスなどの協力依帆をされ
るなど、Ｊｔリ引で｜治休の収り組みに協力することで、！仙竟似
全を進捗させるという、本事喋の目的が達成できました。
国民会議では、了どもを｜ｌｌＪ竟汚染から守ることを月的と
した「子ども環境保健法」制定の提言を行っています。今川
の地域の川体とのネットワークをもとに、地方自治体レベル
でひ）条ｆクＥおｌｉｌ』定の助きにつながる可能性を追求していきます。
また一方で令川レベルでは、今後も地域の人たちの声を

「了ども私ひ竟保健法」の立法化のための提言運動に反映さ
せていきたいと思っています。
いろいろご協力いただいた方々には、あらためて感謝さ

せていただくとともに、活動を助成していただいたセブン
イレブンみどりの基金にお礼ＩＩＩレヒげます。

（ダイオキシン・環境ホルモン対策同民会議・ＪＦ務川）

ＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯ１３４Φ

●ＥＵの新化学物質政策 -ＲＥＡＣＨ
いま、ＥＵでは、新たな化学物質政策が導人されようと

しています、現在、世界の市場には１（）万祉の化学物質が流

通しているといわれていますが、その中で、人の健康や生

態系へひ）影響に関するデータが幣術されているものはごく

倣かです、製造・使用へび）規制がかかっているものも、数

十物質程皮にすぎません。つまり、私たちは、「正休不明」

のままで、日々大吊の化学物質を製造、使用し７゛言卜ぷ巾に

放出しているのです。これでは、到底、人休被害や生態系

の破壊をくい止めることはできないと言わざるを得ません。

そこで、ＥＵでは、人間の健康と環境を守るために、予

｜；Ｊｊ原則に立ち、安全性の立証責任を行政から事業者に移す

とともに発ガン性や奨ｌ１分解性り≒？か積性の化学物質につ

いては、認石」‘；ｌｉｌ』を導入して戟しくコントロールするという、

画刈的な内容の法案（ＲＥΛＣＨ）が議会に提案されてい

ます。持続可能な化学技術、化学産業への転換をめざして、

勇気ある第一歩を踏み出したものといえるでしょう。

●国際市民セミナーの開催と東京宣言の採択

ところが、化学産業界やアメリカ政府はこのＲＥＡＣＨ

に対して強く反対しています。残念ながら、日本政府・も、

そのアメリカに追随しています。そこで、１昨年１１月、国民

会議を含む７つのＮＧＯの共催で、国際市民セミナー「化

学汚染のない世界をめざして-ＲＥＡＣＨ」が開催されま

した（ニュースレター３２号参照）。そのセミナーで、ＲＥＡ

ＣＨが後退することなく成立することを願うとともに、「｜

本政府に対しても、予防原則を中心にすえて化学物？１’制度
の包括的な見直しに早急に取り組むことを求める、「化学物

質汚染のない地球を求める束京宣言」が、参加者有志によ

り採択されました。

●署名活動へのご協力を！

そのセミナーの後、さらに多くの賛同者を募って東京宣

言を日本政府に提出すべく、有害化学物７？ｔ削減ネットワー
ク、化学物質問題市民研究会、ＷＷＦジャパン、全国労働

安全術生センター、国民会誂の５団体によって「東京宣言

推進実行委貝会」が結成され、署名活動に取り組んでいま

す。皆様も、ぜひこの活動にご協力をお願いします。同封

の用紙をコピーして、できるだけ多くの方々の署名を集め



環境法の今・第２１回

外来種対策法とそのパブリッｊクコメントの
意義とは

外来種がなぜ問題になっているのか

本来、その生物が仕んでいなかった地城に、様々な貿

易や人の移動などにともない；囮ま１的に、または、非意図

的に持＝ち込まれた動物や植物を外来種と呼んでいる。

夕圖乙種は、「海外からその国に持ち込まれた種」だけを

指すものではない。地坪的に、または、気候的に、相互

に隔てられた場所では、その地域の生き物は、同じ種類

であっても長い年月を経て、そのＪＵ！域牛・ｙ＝有の生き方をし

ているため互いに外来種となるのである。

例えば、同じ日本川内であっても、ｊｉりｊ囲を海で隔てら

れた島嶼などでは、独自の生態系が形成されていること

が多く、そこに円内の他の地域から新たな動物や植物な

どが持ち込まれることで、そのｊ叫戒の固有の生き物に対

して、人きな脅威となっているのである。

旧有の生き物に与える脅成とは、捕食、生息地を介い

合う競合、その結果起こる駆逐、十壌や生息環境の撹乱、

交雑による遺伝的な撹乱、農林水産業への彫響、感染症

などを引き起こす人へ杉響など上げられる。また、これ

らの要囚が複合的に生じることもある。

ＩＵＣＮ（国際自？剖呆駿辿合）の報片では、種を絶滅

に至らせる脅威の２番目として外来種の影糾を上げてい

る。世界各地で種の絶滅の恐れが節大しているのである。

外来種による被害をなくしていくためには、①侵人を

丿りすること、②発見した場合、すぐに対処すること、

③定祐している場合、外来仲の防除、竹理を行うことの

３つである。

法 律 制 定 の 経 緯

１９９２乍リオの地球サミッ１ヽで「生物多ｔ浪性に関する条約」

が採択され、日本は、１９９３年に条約を締結している。外来

ｌ于Ｉ（対策は、生物多様性条約の第８条（ｈ）で叫記されてい

る「生態系、１ト、Ｑ、地若しくはｆｊｌ（を脅かす外来種の導人を

防｜ｌｌし又はそのようなタト来和を抑制し片しくは撲滅する

こと」が根拠となっている。

２００２年に作成された「析・生物多様性国Ｓ４ミ戦略」では、

我が川の生物多様性に対する３つの危機があげられてい

るが、その一つが外来祉である。また、２ＣＸ）３年の小以総理

が進めた総合規制ぽ・Ｉｌｙ会議による答巾でも①外来種の導

人に関するリスクＵ町１１１ｊと制限、②夕Ｆ家種の管理を適正に

行う対策、③外来種の駆除や川節に関する対策、①在来

ｅＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶｏｌ．３４

ｗｗｒ＝ジャパン自然保護室草刈秀紀

ｉ．ｉＥの産業利川の促進、⑤実効ある制度の構築、法制化の

４食討が上げられている。

このような背景から２ＣＸ）２年、えｇｌｌ境省は、野生生物４米護対

策検丿会移入千：邨１」魁分科会苓ｒ設世しＦ移人種（外来種）

への対応方針について」をとりまとめた。

その後、２ＣＸ）３年、中央環境審廠会の野生生物部会に「移

人種対策小委ｎ会」を設置し、法制度のｆ乍成に向けた検

討が始められた。同年１２月、「移人千？ｒ、Ｃ対策に関する排置の

在り方についてＪをとりまとめ、法案が作成された。

外 来 種 対 策 法 と は

２Ｃ翔乍６月にｉ丁決成立した「特定外来生物による生態系

孚に係る被害の｜坊止に関する法律（以下、外来種対策法）」

は、国内にもともと生息している生物を捕食、競合や駆

逐などにより生態系Ｃこ影糾を及ぼしたり、人や£七林水産

業に被宵をもたらしたりする外来生物を特定外来生物と

して折定し、輸入や移動、栽培・飼育などを禁止する法

律である。今年６月１１］までに施行される。

圓は、必要に応じて指定上物を防除する。また、飼育

する場合などは国の許Ｉｌｊ・が必要で、マイクロチップなど

を付け佃体識り｜』管理が義務付けられる。

外来祉対策法で指定されるのは、上に「特定外来生物」

（ｉｊｊｉ夕Ｆ起源の外来生物であって、十態系、人の生命・身体、

た林水産業へ被害を及ぼすもの、又は及ぼす恐れがある

ものの中から、上務人臣によって指定される種である）

と「未判定外来生物」（特定外東生物とは別に、生態系、

人の生命・身休、腱林水産業へ４疫占を及ぼす疑いがある

か、実態がよく分かっていない海外起源の外来生物）の

ニっであるが、この他に法的な拘束力はないが「要注心

外来生物」がリストされている。

外来ｆ’・ｐ・Ｅ対策法は、ｌｆ・牛生物に閔する法律の中でも雌も

厳しい；川Ｉｌｊ規定が設けられた。個人の場合懲役３年以下

もしくは３００万円以下の；１１１１金、法人の場合１化円以下の罰

金が課せられる。

外 来 種 対 策 法 の 問 題 点

外来種対策法の国会審議巾にＷＷＦジャパンと日本｜！｜

然１派直｜高会および日木野鳥の会の３川休は、環境人１；ｌｌ宛

に要望書を従川した。外来和対策法の十な問題点は、①

政令指定種を評価する常設の科学委員会を設置し、心態

系等への被ｊ、ＩＦ評価を行うこと、専門家やＮＧＯなどの巾



し立てにより、科学委１１会が判定できる仕糾みを作るこ

と、②防除計画は祁道府県だけではなく広く川民ひ）意見

を聞きでゃ意形成の手続きを盛り込むことご旦仙Ｆ、ｊｔ小業の

効米判定方法を盛り込むことバ４ｊタ防除丿業の‘リミ施柚米の

４ＪＩ・学ｒｌ勺４ｔ川ｌｉを行ｊ５１剥ｌｌｌｊ委八会ひ）ｉ設置すること、⑤郡道府

県知事が、地域の状況に今わせて特定外来心物を特定し、

｜；’方除計両を定めることができるようにすること、⑥・町吉

性が完令に排除できない場合、特定外来生物に指定する

よう判断すること、⑦来判定外来心物の判定にあたって

ば、「１１請者の立ａ１Ｅ逞任を叫確にすること、などである。

ＮＧＯによる種の選定

３川休は、ゑ；ｌｌ岐１ヤ汐）特定外来生物選定よりも先んじて、

『「特定外米生物による生態系等に係る被害の｜防１１１に関す

る法律」における特定タトｊを生物に、指定すべき提案リス

ト』を作成することとした。選定作業は、２０叫年丿丿木か

ら始め、１０月２５口には、４７５日のダ１１告占としてとりまとめた。

種の選定は次の３点を重視した、（ｊｌ）生物多様・ｌ生条約笏

８条（ｈ）において、対応ひ）、２ヽ変性が位置づけられ、予防的

なり３１点に立って、侵人の防｜ｌｌ、早刈づ色見・早川対応、防

除（；μ響緩和）を図ることが重要である点、②生態系等

に係る被宍又はその恐れに関する旧内ひ）科学的知兄を活

川すること、③被害の恐れに関しては、Ｊ３１１二被害７う１昨烈

されていない場合であっても既存の知見により被害を及

ぼす可能性が高いことが４Ｈ！｜』される拗介には、その知見

を活川すること、

種のリスト作成作業は、法案の成立辿程やこれまでの
-ｌ二俳貼こ関わって来たＮＧＯや研究者メンバーを巾心とし

て進めた。その結米、リストされた種は、３５４種である。

この内、生態系Ｃこ；；１ｊ響があり何らかの対応をすべき種は、

Ａランク９４種、対策のａ苛、忽性がある種としてＡランク８８祉

があげられた。

環 境 省 に よる 種 の 選 定
‥一方、環境竹は、２（分１乍１０月２７日から２００５年１月３１日ま

で、・＝；；：識経験嗇による特定外来生４勿等Ｗ門家会介（２川）

およこｊ乙訓ＩＩ」家グループ会合（１３１１）Ｄを川き、４ｙ定外来生

物およ乙ゞ｀未判定外来生物、｛ｙＦ・Ｅがｌ証明ぶ添付生物、-ｉ’-ｊり注意

外来心物種の送定を行った。

選定された種数は、次の通りである。

３７種：特・定外来生物種

１０９５種：未判定外来皿物

１４ｔ３種：要件Ｌな外来生物（法律の枠外）

３２ｃｘ）種：ｆ・Ｒ飢も証明＝、胴飛付

環境省の種の選定に関する問題点

環岐省における種の選定は、送定Ｃこ必要な川川カ襖功ヽ

ったこともあるが、３【丿休が選定した種のリストと比較

すると３７種は、予Ｉ；ゐ’原ＵＩ】から七えても少なすぎる。

選定に関する川匙Ｉ．ＩＸは、次の通りである。

①ｆｌ；ゐ原川の不足：予防的アプローチは、すでに定着し

てしまった外来種の撲滅、封じ込め、¶りｊｌほ措ｉ；゛１を検討す

る際にも適川されるべきである。侵人種の様々な１；’ほ響に

関する科・学的なｌｊｌ史ｌｙｌモが欠如していることを、必要な撲

滅、封じ込め、防除措附をとることを先延ばしにしたり、

あるいは４７１・置をとらないＪ。ＩＵＩＩとすべきではない。

②選り七基準の欠如：６つの分類排（哺乳類り鳥類、山心

㈹虫類、魚類、昆虫類、無介振動物、植物）ごとに選定

された７う１、-１’１１１した選定一大ｌｓ．唯がない。

③生態系への被；ｊｉｆ防止が第一義ではなかった：「生態系

廿に係る被害のＷ１１１を卵一義にト選定するとｊ、り本方針に

明元されていたが、杜会的り吊済的な；；じ響などの配慮が

包泣く川てしまった。

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト の 意 味

昨今、様々な形でパブリックコメントが行われている。
パブリックコメントは、行政が国民から意見を闘く場で

ある。放乍前までパブリックコメントが行われる期川は、

短く２迦ｌｊ’１ｊ程度であったが、ｊａ近は、１ヵ月Ｉ剛こ渡って

行われている。

しかしながら国民は、パブリックコメントが行われて

いるかどうかを｜ミ｜ら訓べなしヽ限り知る山もない。

今川の４十定外来生物の選定に関するパブリックコメン

トは、！カＪ‥」問行われ、ブラックバス４復誦派から特定外

来心物指山反対の心見が１０万件以上だされている。その

９９％がインターネットを利川した意見捉１山と思われる。

市民川体がインターネットで署名活動や政ｌｆｉバこ一斉に

要望占を送付する（様式が作ってあり後は、自分が名前

を人れてメールで決められた宛先に送信するだけ卜運動

を行うが、今回は、ブラックバス擁護派がその手を使っ

たのである。

現在のパブリックコメントは、国民からの意見を行政

が吸い上げ、行政の截乱：で物小を決めている。適正な判

｜祈かどうかは、行政が決めるているのである。第三者が

公平、中、立な立場で判断し、その柚米を行政が受けとめ

て刊町する仕糾みになっていないところに川題がある。

問 わ れ る 説 明 責 任

今川、行政の戴量でブラックバスを含め特定外来生物

が指定されると思われる。ブラックバス言謳雁へ公明ＩＩモ

大なａＳ１１リｊ衣任が川われるであろう、夕Ｆ来種川題は、新た

なステージを迎えている。日々、外来心物の脅威にさら

され、失われていく私たち国民の共有財産である１．１ｄ有種

を救う１川街が今問われているのである。

＊参考になるホームページ

ＷＷＦジャパン

１１叩：／／ｗｗｗＭ・ｘｖｌトｏ】’Ｊｐ

野生生物ｆ４ｔｊ・漢法制定をめざす令国ネットワーク

ｈｌｌ❹／ｗｗｗｌｌｓａｈしｎｃｔ．ｏｒＪｐ／～ｚｂ４ｈ-ｋｓｋｒ／ｗｉｌｄｌｉｌ’ｃ／

外来１引川題メーリングリスト

ｈ叩：／／ｗｗｗ．ａ、ｓａｈｉ-ｎｃ１．０ｒｊｐ／～ｚＭｈ-ｋｓｋｒ／ａｌｉｅｎ-ｓ．ｈｌｍ
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ご み 処 理 の 税 金 負 担 か ら 事 業 者 責 任 へ㎜Ｓ＝＝皿㎜㎜

●現行法ではリサイクルコストが増すばかり

容り法は消費者が分別、市ＩＵ］‘村が収集、事業者が再

ｆ官丿品化（リサイクル）するという法律である。１９９７年

にペットボトルとガラスびん、２０００年に紙製及びプラ

スチック製の容器包装が対象となった。

ごみ処理はすべてお任せだった事業者がはじめてリ

サイクル費用の一部を負担するようになり、２００３年度

の負担額は約４００億円（９７年度１４億円、事業者数は約６

万社（同５００社）である。実施している市町村は品目ご

とに異なるが、ペットボトルは２８９１自治体、プラスチ

ック容器包装は１１６６自治体となっている。

問題は三者の役割分担と賞川である。２００３年度、環

境省のアンケートによれば、人口１０万人以上の市町村

でペットボトルがキロ当たり１５３円、プラスチック製容

器包装が９７円。一方、事業者負担はペット７５円、プラ
スチック５５円で、各々２倍、１．７倍自治体が多く負担し

ている。集めれば集めるほどお金が嵩むため、「リサイ

ΦＮＥｗｓＬＥＴＴＥＲＶＯＩ．３４

者が負担する仕組

みとする」「リデ

ュース、リユース、

リサイクルの３Ｒ

の優先順位で碓進

する手法を盛り込

みヽリサイクル中

心のしくみからご

みを減らす法律へ

転換を図る」こと

の二点である。

もし、事業者が

収集を含めリサイ

●ごみと環境コストが減る法律ヘ

コストがかかって、ごみが減らない容り法をどう変

えるか。改正の大きなポイントは「現在、市町村の役

割となっている収集・分別・保管をすべて事業者の役

割とし、リサイクルにかかるすべての費用を生産者が

あらかじめ負担することを通じて製品を隋入した消費

クル貧乏」という言柴も生まれている。

●リサイクル優先でごみが減らない

法律によりリサイクルの仕組みができて埋め立てご

みは減ったが、肝心の容器包装ごみは減っていない。

事業者は少ない負担でリサイクルできるため、「ワンウ

ェイ容器を使った方が得する」からである。生協など

が扱うリユースびんは、市町村の回収ルートにのらな

い「自主回収」のため、税金で集めてくれるワンウェ

イびんとは、初めから不利な競争を強いられている。

循環法で謳っている３Ｒ＝リデュース（発生び｜胴）、リ
ユース（再利用）、リサイクルの順番も容り法では「絵

に描いた餅」と言わざるを得ない。

容り法改正全国ネットワーク服部美佐子

「容器包装リサイクル法」を改正しよう！

●処分場の逼迫で制定、１０年目の改正

家電、自動車など各種リサイクル法のトップバッタ
ーとして登場した容器包装リサイクル法（以下容り法）

は施行後１０年で見直すとされていて、今年がその時期
にあたる。

事業者は製品がごみになった時まで責任を負うとい
う、「拡大生産者責任」の考え方は世界的な流れで、日
本でも「循環型社会形成推進基本法（以下循環法）」が
２０００年に制定され、家電、自動車と徐々に強まってい
る。しかし、容器包装ごみが一般廃棄物約５０００万トン
の約６０％を占め、最終処分場が逼迫したため、循環法
より５年も早い１９９５年に作られた容り法は、責任が一
部に止まり、制定峙より費用負担のあり方などの問題
が指摘されていた。



クルにかかる費用のすべてを負担することになれば、

その費用は商品に含まれる。つまりリサイクル費川に

応じて製品価格は上昇するということになる。事業者

は商品が売れなくなっては困るので、できるだけ安く

しようと、リサイクル費用のかかる使い拾て容器や複

合素材をやめたり、有害物質を使わずにリサイクルし

やすい素材で製品を作るようになる。また、市町村単

位の収集から事業者による広域的な収集に転換するこ

とで効率的になり、賞用を安くすることもできる。こ

れまでの納税者負担ではなく、事業者負担＝消費者負

担にすれば、生産そのものが変わり、ごみが減るはず

で あ る。

さらに、容器包装が消賞者に身近なものであること

から、リユースできる、Ｃ０２排出量が少ないなどの

環境メッセージを容器に表示すれば、３Ｒへ誘導も可

能 で あ る。

●ごみがきちんと減る法律を作ろう！

市民団体などでっくる「容り法改正全国ネットワー

ク」の運動で昨年約９６万人の署名が国会に、全国の地

方議会から３５０以上の憲見言が国に出されているほか、

全国知事会、全国市長会、全国才７１Ｓ市清掃会議などから

も要望書が捉出されている。法律を所管する経産省の

産業構造審議会、環境省の巾火環境審議会で本恪的な

協議が始まっている。

負担の抑し付けと誤解し現行法のままでよしとする

事業者がいるが、このままでは収集とリサイクルが分

断されて効率が悪い、税金による収集ではリサイクル

効率のよい製品が評価されないため、ますますコスト

は膨れ上がってしまう。これまで通りリサイクルコス

トを納税者としての個人が負担するか、それとも消北

者としての佃人が負担するか、私たちは選択を迫られ

て い る。

環境ＣこＦ杞慮した社会を目指すというコンセプトの元

で合意を図り、ごみを減らす消費者、リサイクルに熱

心な自治体、リデュースやリユースに努力する事業者

が報われるような法律に変えたい。

※容り法改正全国ネットワークのホームページ

ｈ叩：がｗｗｗ．（ｊｔｉｚ（ｊｒｌｓ-ｉ．ｏｒがｇｏｍｉＯ／

ご み 処 理 ９．
ダを⊇ェｔき，！！●ｙｌ４．’ｌ）斐ｙｌ４ｊＳＪ古お金は
納税者負担から生産者・消費者負担への転換

誰が払うのか
川部笑佐子回 ・ Ｊ - ｊ ・ ＝ ｊ - ・ - - - ヽ -

杉本裕明・ヽ -回

合同出版

■著書紹介

「ごみ処凹のお金は誰が払うのか一一納税者負担から生

産者・消費者負担へ」合ｌｉ引川阪

著者：服部美佐子（ＮＰＯ法人ごみ・環境ビジョン２１）杉本

裕明［朝Ｉ］新聞記者）定価１Ｇ別円（税込み）３月１５日刊行

ごみ問題をテーマにしたこれまでの本は環境汚染や健康

被害の視点、海外との比咬論などで、税金投入やごみ処理

費からごみ問題を捉えた本はありませんでした。

本書は、最新のごみ情報や国内での特徴的な事例を紹介

しながら、［お金］得に「税金」の使い方・使われ方をキー

ワードにして「ごみ問題」の現状とその解決策を考えまし

た。特に容り法に関しては関係者の声を拾いつつ実態や問

題点について詳しく解説しました。

これまではごみ処理やリサイクルに税金を使うことはあ

たりｉ４１ｊ‘と思われてきましたが、それではごみ問題が解決し

ないことが明らかになっています。

お金が絡めば、誰もが真剣に考えざるを得ません。既存

の体制を崩せない官僚社会を含め、いまの社会のあり様を

とらえなおし、税金によるごみ処理から製品を作った生産

者とその商品を買った消費者がコストを負担するという解

決策の道すじを提示しました。

近くの書店にない場合は「セブン・イレブン」でもご注

文できます（送料無料）。
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３３号でもご紹介した予防原則プロジェクトチームによる、新しいブックレッ
ト④「公害はなぜとめられなかったか？～予防原則で検証する（イ反題）」が５月
末に完成予定です。
ブックレット完成を記念して、シンポジウムを行うことになりました。ぜひ

皆さんのご参加をお待ちしております。
○日時：６月り日（土）午後１：３０～午後４：３０
０場所：環境パートナーシップオフィスエポ会議室（東京・青山）
○資料代：１、０００円（国民会議会員は５００円）
（詳しい内容は、ホームページをご覧ください）

巷では、振り込め詐欺や、インターネット上でのフィッシング詐欺、メール
詐欺が大流行しています。国民会議にも多い日で１００通近くのメールが届亡ま
すが、そのほとんどは宣伝や出会い系など不要なメール。メールアドレスに
「ｋｏ刀ふ・皆毀-ｋａぽ」と明記しているのになぜこんなメールが来るのか不思議で
す。朝一番の仕事は、９割の不要なメールを削除して、本当に必要なメールを
探し出すことなのですが、これが結構面倒くさい。
ほとんどは件名だけで判断できますが、まだ関係者の方々を十分存じ上げな

いためか、戸惑うことがあるのも事実。最初の頃、件名が「裕子より」という
メールがよく来て、中身を読んだら、中下事務局長からのものでないことは分
かったのですが、ちょっとドギマギしました。メールでブックレットのご注文
やお問い合わせを送っていただく際には、ぜひ件名に具体的な用件を書いてく
だ さ い 。 よ ろ し く お 願 い し ま す 。 （ 植 田 ）

編集後記Ｅ。１；ｌｎ・Ｈ佐和洋亮

花粉症マスクにもあり美男美女

今年は殊の外花粉症が蔓延している。そ
の主犯とされているのが杉花粉。過去最高
記録の‘９５年の再来だそうで、３月がピー
ク。さらにヒノキ花粉が控えている。
ところで、昨今の報道には、花粉症は杉

花粉が飛んで来ることによる自然災害であ
るかのようなものがある。
杉の木は、日本古来の神聖な木として、

古くは万葉集にも「神奈備の三諸の山に濡
（いわ）ふ杉」と読まれている。古くから、
この列島の青森から屋久島まで分布し、そ
の形状の美しさから神社の境内などに植え
られ、また、木材としてもその有用性から
音から植樹されている。花粉症が特に増大
したのは、ここ１０～２０年のこと。如何に
も杉の木が悪いようにいわれるのは、神様
に対して申し訳ない。
花粉症の原因として近時有力なのは、デ

ィーゼル車を中心とする目勁車の排気力
ス。この微粒子が花粉に対する抗体を作り
やすい状態にするそうだ。杉の木の生えて
いない都会地において花粉症の患者が多い
こともこのことを裏付ける。
しかし、どういう訳か（愛・地球博の影

響でもないだろうが）、この花粉症の原因
について、自然災害ではなく、化学物質が
作用したアレルギーだということがマスコ
ミなどではっきり取り上げられていない気
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１月３０日予防原則プロジェクトミーティング
２月１０日常任幹事会開催
２月１８日予防原則プロジェクトミーティング
２月２４日食品プロジェクトミ～ティング
２月２６日佐賀市地域セミナー「化学物質と子
どもの健康を考える～化学汚染から子どもを
守ろう！～」を開催
３月１０日常任幹事会開催

が す る。
車社会が花粉症の原因だとする人も、そ

れは車が通過する毎に落下した花粉が何回
も空中に舞い上がるせいだとか、‘５０年代
に植林された杉が丁度大量に花粉を飛散さ
せる時期になっている為だとか、動物性タ
ンパク質などの摂取量の増大が人体内の抗
体産生能力を高めた為だとか、或いは、中
国から黄砂に乗って化学肥料が飛んで来る
ことと関係しているとか、様々なことがい
われている。
勿論、これらのことが花粉症と無関係で

はないかもしれないが、花粉症は、大気汚
染と関係する一種の化学物質過敏症である
ことについて、責任ある機関がこれを検証
し、その結果を国民に伝えるべきではない
だろうか。
最後に花粉症対策の抜粋を。１）イワシ

やサバなどの青魚を食べて体質改善を図
る。２）逆に食品添加物のタール色素のあ
る物は食べない。３）ビタミンＥを十分に
摂る。４）対処療法として・マスク・メガ
ネの着用、帰宅時に服に付いた花粉をたた
き落とす、水で目・喉・そして鼻までもよ
く洗う。
一参考文献一平凡社大百科事典、「化

学物質過敏症」（文春新書）、「花粉症を治
す」（ＰＨＰ新書）、「週間金曜日」（３／２５
号）など。
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